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平
成
26
年
度
一
般
会
計
決
算

額
は
、歳
入
総
額
が
１
１
１
億
５

６
０
３
万
円（
前
年
比
19
・
3
％

増
）、
歳
出
総
額
が
1
0
5
億
５

６
０
２
万
円（
前
年
比
21
・
4
％

増
）と
な
り
、
翌
年
度
に
繰
り
越

す
事
業
の
財
源
を
差
し
引
い
た

実
質
収
支
額
は
４
億
７
６
９
３

万
円（
前
年
比
59
・
8
％
増
）の

黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。

　

お
も
な
要
因
は
、
庁
舎
建
設

の
工
事
や
、
交
流
の
場（
道
の

駅
）の
整
備
が
始
ま
っ
た
こ
と
、

除
染
事
業（
仮
置
き
場
整
備
や

住
宅
・
宅
地
の
除
染
）の
推
進
な

ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
今
後
も

道
の
駅
の
建
設
や
歴
史
ま
ち
づ

く
り
計
画
の
推
進
な
ど
主
要
事

業
が
控
え
て
い
る
た
め
、
さ
ら

な
る
財
源
確
保
と
歳
出
削
減
な

ど
に
取
り
組
み
、
安
定
し
た
財

政
運
営
に
努
め
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

　

自
主
財
源
の
中
心
と
な
る
町

税
は
前
年
比
２
９
４
１
万
円
増

と
な
り
、
依
存
財
源
で
あ
る
地

方
交
付
税
は
、
庁
舎
建
設
に
よ

る
震
災
復
興
特
別
交
付
税
の
減

少
で
前
年
比
２
億
８
５
４
４
万

円
減
と
な
り
ま
し
た
。

　
9
月
議
会
定
例
会
は
9
月
8
日
か
ら
16
日
ま
で
9
日
間
の
会

期
で
開
か
れ
ま
し
た
。

　
今
定
例
会
に
は
、
平
成
26
年
度
決
算
認
定
や
交
流
の
場（
道

の
駅
）
建
設
の
事
業
費
を
増
額
す
る
補
正
予
算
、
マ※

イ
ナ
ン

バ
ー
導
入
に
と
も
な
う
条
例
改
正
な
ど
26
議
案
が
提
出
さ
れ
、

す
べ
て
原
案
ど
お
り
認
定
、
可
決
、
同
意
し
ま
し
た
。

　
一
般
質
問
で
は
8
人
の
議
員
が
登
壇
し
、
12
項
目
に
わ
た
っ

て
町
政
を
た
だ
し
ま
し
た
。

一
般
会
計

復興に向けての足がかりとなる

9月
定例会一般会計歳出105億5602万円

歳　入　　111億5603万円

依存財源依存財源

自主財源自主財源

90億1619万円
80.8％

90億1619万円
80.8％

21億3984万円
19.2％

21億3984万円
19.2％

地方交付税
26億7299万円  24.0%

その他の自主財源
3億2542万円　3.0%

使用料・手数料
1億595万円　0.9%

繰入金・繰越金
8億650万円  7.2%

町税
9億197万円  8.1%

その他の依存財源
1億7527万円    1.5%

町債（借金）
8億5114万円    7.6%

国県支出金
53億1679万円  47.7%

（うち除染対策分）
　41億3505万円  37.1％

（うち東京電力賠償分）
　1億5000万円  1.3％

（うち災害復旧分）
　4億3637万円　3.9%

町の収入でまかないきれない分
を国が交付、再配分するもの

給食費や町税の延滞金など

国や県からの補助金

銀行などからの借入金

地方譲与税、地方消費税
交付金など

町民税、固定資産税、町たばこ
税など

貯金を下ろして使うもの、
前年度残金の繰越金

町営住宅の使用料や戸籍
事務の手数料など

歳

入

※
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
と
は

　

日
本
国
内
す
べ
て
の
住
民
に
通
知
さ
れ
る
一
人
一
人
異
な
る

12
桁
の
番
号
。
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町内産の木材で化粧を施した新庁舎

　

義
務
的
経
費（
人
件
費
な

ど
）は
前
年
比
５
０
７
６
万
円

増
、
投
資
的
経
費（
災
害
復
旧

費
な
ど
）は
３
億
２
３
４
６
万

円
増
、
そ
の
他
の
経
費（
積
立

金
な
ど
）は
８
１
６
７
万
円
減

と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
う
ち

庁
舎
建
設
は
９
億
６
０
３
１

万
円
、
住
宅
除
染
な
ど
原
発

災
害
対
策
費
用
は
３
億
１
９

３
１
万
円
と
金
額
は
大
き
い

も
の
の
前
年
度
よ
り
減
少
し

て
い
ま
す
。

役場庁舎が完成
平成26年度決算

歳　出　　105億5602万円

義務的経費義務的経費

投資的経費投資的経費

一般的経費
その他

一般的経費
その他

19億4554万円
18.5％

19億4554万円
18.5％

29億1532万円
27.6％

29億1532万円
27.6％

56億9516万円
53.9％

56億9516万円
53.9％

人件費
10億4425万円  9.9%

（うち職員給与）
5億5472万円　 5.3%
扶助費
3億7550万円    3.6%

公債費（借金返済）
5億2579万円    5.0%

普通建設事業費
16億238万円  15.2%

（うち庁舎建設など災害復旧費用）
  9億6031万円    9.1％

その他
9億987万円　8.6%

補助費等
9億2233万円   8.7%

（うち除染など
　原発災害対策関連費用）
　2546万円　0.2％

（うち除染など
　原発災害対策関連費用）
　26億7974万円　25.4％

維持補修費
5229万円　0.5%

物件費
38億1067万円    36.1%

（うち除染など
　原発災害対策関連費用）
　7億8392万円    7.4%
（うち除染など
　原発災害対策関連費用）
　3億1931万円    3.0%

議員、正職員、嘱託職員の給与など

児童手当や介護給付費など

借入金の元金と利子の返済

災害復旧事業費
13億1294万円  12.4%
役場庁舎建設や道路除染の費用など

住宅・宅地の除染費用など

町道や橋などの補修費用

藤田病院や消防組合、ゴミ処
理組合の負担金など

特別会計への繰出金など

仮置き場や交流の場（道の駅）
の整備費用など

■平成26年度特別会計決算状況
会　計　名 歳入総額 歳出総額

公共下水道事業 2億8818万円 2億8565万円

後期高齢者医療 1億2097万円 1億1994万円

国 民 健 康 保 険 12億9584万円 12億4914万円

介 護 保 険 10億3505万円 10億1301万円

土 地 開 発 事 業 4203万円 1056万円

渇 水 対 策 施 設 918万円 897万円

大 木 戸 財 産 区 20万円 18万円

入 山 財 産 区 22万円 13万円

※山長育英財産管理特別会計は平成25年度で終了しました。

■平成26年度水道事業会計
収支別 収　　入 支　　出

収 益 的 収 支 2億8477万円 2億6061万円

資 本 的 収 支 7982万円 1億1585万円

資本的収支の不足分は過年度分損益勘定留保資金及び減債積立金で補てんしました。

■町債（借金）年度末現在高
会　計　名 平成26年度 平成25年度
一 般 会 計 58億7400万円 54億7872万円
下水道 17億4002万円 17億7348万円
合計 76億1402万円 72億5220万円

■主な基金年度末現在高
基金 平成26年度 平成25年度

財政調整基金 8億5161万円 8億3071万円
復興基金（平成26年度新設） 1億5002万円 ―
東日本大震災復興(支援)交付金基金 8403万円 1億5920万円
ふれあい福祉基金 1億5197万円 1億5197万円

歳

出




